

































i日制度の解体は新たな秩序の形成を伴う。 1 8 61年に公布された農奴解放令は農民を領主から以
後永久に解放すると第l条で宣言し、 あとに続く条文では新しい土地関係をいかに築くかについ
て多くの条項を割いている。 と同時に、 農奴制下では領主に任されていた農民仔政について、 解
放後の農民世界の秩序維持のために新たな行政・司法制度が創設され、 それまで旧領主が果たし
ていた軍事祭・裁判権は農民自治に委ねられることになった。 これはドイツの農民解放 (シュタイ





























十分な説明はなされていない. また法令上の規定、 最高法院 (セナート)判例、 そして農民の実
際の法観念の関係は必ずしも盤合的ではなく、 「世帯財産は家長の個人所有ではなく家族所有で

















ら腕入し、 その所有者になる. 屋敷・菜闘地以外にも領主との合意を得た上で、 一般法に基づき
その他の農地を私的所有地として購入することができる( 同第12条).












とになる(8 )。 こうして手にいれた耕地や屋敷・菜闘地を農民は自らの獲得物として利用し、 管
理することができるが、 最初の 9年間これを村田に属さない他人に譲渡したり抵当にいれたりす
ることはできない(第3 7 条)。 農民財産の相続方法については地域慣習にしたがうことが許され
(第38 条)、 農民の死後、 相続人のいない財産は、 その財産が存在する村田のものになる(第39





た区画地(第1 69条)J r個人所有物として区画地を得た家長(第1 75 条)J r農戸に属する農民で土
地を個人所有物として得た農民(第1 76条)Jというように、 個人の所有、 とりわけ家長のそれを





以上の表現の違いが生じる理由として、 1 、 家長の個人所有と農戸単位による所有の両方を認め
たもの、 2 、 共肉体的土地所有地域では便宜的に家長または村団が所有主体となる表現をとり、
世帯別所有地域では農戸が主体となるという使い分けをしている、 3 、 単なる用務上の混乱であ
り、 条文上の所有主体が村田であれ、 家長であれ、 農戸であれ深い意味はない、 などが考えられ




























解放令の審議過程でもそのような考えは生かされ、 大ロシア等地方規程第 145 条のはじめの事務
は「村団を脱退する個人は、 家族所有ではなく個人所有として有している建物のみを販売するこ




れたが、 その真意は家長の個人所有を認めることではなく、 全く逆に、 家族所有を前提とし、 そ
の執行者としての家長を所有主体とすることにあった。 これに関連してトゥーラ県委員会が農民









るが、 分与地および屋敷・菜園地については農民身分法の制約を受ける。 すなわち、 買戻し規程











する。 上記の原則の概要から次の結論が導かれる。 すなわち、 世帯と家とは家族を意味し、 家長
は彼が家、 菜園地を所有しているからそのように呼ばれるのではなく、 土地と経営をもっ家族構
成員の年長者であり、 家族の管理者、 長、 代表であるからそのように呼ばれるのである(1 6)。
家族区画地はたとえ家長の名前で登録されていたとしても、 それは (家長が) 独立した所有
者としてのことではなく、 農民世帯または家族の年長代表者としてのことであり、 経営の管理者








・ 分与地は世帯に属するのであるから、 世帯の家長の死に際し、 農民家族の年長者は法律に認
められているところによる慣習によって故人の地位につく、 つまり財産の新しい管理者になるに
すぎない・・・(1日家長の)相続人になるのではないのである( 20)。








ど分与地は農民世帯または家族全体の共同所有物であり、 各成員の個人所有物ではない(21)0 J 
以上からわかることは、 以下の三点につき最高法院が一貫して認定していたことである。 1、
家長名義で登録されていても、 耕地、 屋敷・菜鴎地など分与地は家族共同所有であるとと。 2、
分与地が家族共同所有であることは共同体所有地域、 世帯別所有地域に共通すること。 3、 家長
は世帯財産の管理者であり、 世婚の利害に反しない限りその利用について家旗メンパーに相談す
る必要はなく、 メンバーは家長の意思にしたがうべきであること。 3 は 「世帯の利害に反しない
限りJという制約がつくとはいえ事実上家長が世帯財産を自由に処分できることを意味し、 家長
の権限の強大さを認め、 家絞共同所有の実質的意味を暖味にする原因となっている。 また、 世帯








































裁判例 1 :退役兵士Iは兵役を終えて父の家に戻り5年間になる。 父は年老いたうえ弟は未成
年であるため、 まじめで勤勉なIが事実上農業経営を支えており、 家族にかかる税もすべて納め
ている。 それにもかかわらず、 父G は財産を自ら手放さないのでIは財産のうち法律上自分に属
する分の分与を求め郷裁判所に訴えた。 判決は全財産(家屋、 菜困地、 馬l頭、 羊4頭、 子豚2









した。 BはIから独立していなかったため、 国有の財産を有していない。 その上Bの妹の夫が婿
養子としてIに代わり経営に参加し、 現在は家長になっている。 したがってIは家や財産を管理






























































































(46)。 しかし、 農民財産にたいする家族構成員の権利は、 それが家族所有であると主張する論者
の場合でも共通して不分割であり、 各人は独立した権利、 請求権をもたず、 したがって他人に権
利を譲渡することもできなかった。 各人が一定の持分を有していないということは最高法院の判
例にも見られる(4 7)。 その意味で共同所有のうちの「合有J形態に近いが、 ロシアでは当時この
縦念は存在しなかった(48)。
結論
以上をまとめると、 次のようになる。 農民財産の特殊性について政府は 19 世紀半ばにはすで
に注目しており、 農奴解放令で個人所有権を意味する条項を挿入しようという考えにたいし、 家
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JlaiíraICy 6YHI'aJCy6y ICHHO. Ng24. 1995. Cお・92.
(2 )織奴解放時にはf(解放)宣言Jと同時にそれを実現するための絡法令が同時に公布された. CM. CoφOp6HKOKA 




1839年のf農村裁判法Jが準用されることになっていた. r一般俊村吉主戦l法Jは幾奴解放令作成の過程で会1 4 
1 �長からなるE草案が完成していた(Ap四:B rocYJlapCTBeHHoro COBeTa. ロpHn:Oll<e阻JI IC lI<ypHany rJlaBHoro 
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